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平成 29 年度 与党税制改正大綱の概要 

 

 

 

 

 

 
 

１．経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革 

  誰もが生きがいを感じられる「一億総活躍社会」を実現するためには、「働き方改革」を進めることが重要であり、 

多様な働き方が可能となるよう、社会の発想や制度を大きく転換することが求められている。 

こうした中、働きたい人が存分に活躍できる社会の実現や、人手不足の解消の観点から、就業調整をめぐる喫緊の

課題に対応するため、経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革の第一弾として、所得税・個人住民税の配

偶者控除・配偶者特別控除の見直しを行う。 

 

 就業調整問題（※）を解消することにより、 

・ 働きたい人が就業時間を調整することを意識せず、働くことができる環境を整備。 

・ 最低賃金が引き上げられていく中でも、人手不足を解消し、日本経済の成長に寄与。 

※ 103 万円以内にパート収入を抑える傾向（いわゆる「103 万円の壁」） 

       － 税制面では、配偶者特別控除により「103 万円の壁」は解消。 

－ 他方、企業の配偶者手当の支給基準への援用や、心理的な壁として作用しているとの指摘。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  今後の個人所得課税改革の方向性を明記。 

① 所得再分配機能の回復の観点からの基礎控除などの「人的控除」等の控除方式の見直し。 

② 多様な働き方を踏まえた給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と基礎控除などの「人的控除」の 

あり方の見直し。 

③ 老後の生活に備えるための自助努力を支援するための私的年金・金融所得等に係る税制の見直し。 

日本の成長力の底上げのため、個人所得課税改革、企業の「攻めの投資」や賃上げの促進など経済の好

循環の強化、ローカルアベノミクスの推進、酒税改革などに取り組む。あわせて、日本企業の健全な海外

展開を支えつつ、国際的な租税回避に効果的に対応できるよう、国際課税の見直しを進める。 

 所得控除額 38 万円の対象となる配偶者の収入の上限 

⇒ 103 万円から 150 万円（※）に引上げ 

※ 安倍内閣が目指す最低賃金 1,000 円で、１日６時間、 

週５日働いた場合の年収を上回る水準 

  担税力調整の必要性や所得再分配機能の回復の観点から、納税者

本人に所得制限を設定 

⇒ 給与収入 1,120 万円から逓減、1,220 万円で消失 
  （国・地方を通じた税収中立を確保） 

納税者本人の 

控除額 

配偶者の給与 

38 

150 

（万円） 

201 

（万円） 

103 

※ 配偶者控除は、一定の収入以下の扶養親族を有する場合における納税者の担税力の減殺を調整する仕組みの一つ

であり、諸外国でも配偶者の存在を考慮した仕組みが設けられていることも踏まえれば、廃止することは問題。

他方、全ての夫婦世帯を対象とする新たな控除は、高所得者の夫婦世帯にまで配慮を行うこととなり、非常に多

額の財源を必要とするといった問題。 

※ 就業調整を意識しなくて済む仕組みの構築は、税制だけで達成できるものではなく、社会保障制度などの関連す

る制度・政策の取組みも重要であるとともに、企業の配偶者手当制度等の見直しを行うことが求められる。 
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２．デフレ脱却・経済再生に向けた税制措置 

○ 競争力強化のた

めの研究開発税

制の見直し 

  研究開発投資に係る政府目標の達成に向け、研究開発投資の増加インセンティブを強化する

など、研究開発税制を抜本的に見直し。 

①  総額型を試験研究費の増加率に応じて税額控除できる仕組みに見直し 

 

 

 

 

 

 

 

②  ＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能等を活用した「第４次産業革命」による新たなビジネス

開発を後押しする観点から、「第４次産業革命型」のサービス開発（注）を対象化 

（注）①センサー等による自動的なデータの収集、②専門家による情報解析技術を用いた分析、③新たなサ

ービスの開発、などを満たす試験研究 

③  オープンイノベーション型の利用促進を図るため、対象費目の拡大など制度を大幅に改善 

○ 賃上げを促すた

めの所得拡大促

進税制の見直し 

 

  大企業については、２％以上の賃上げを行う企業に支援を重点化した上で、前年度からの給

与支給総額の増加額への支援を拡充（現行制度とあわせて 12％）。 

  中小企業については現行制度を維持しつつ、２％以上の賃上げを行う企業については、前年

度からの給与支給総額の増加額への支援を大幅に拡充（現行制度とあわせて 22％）。 

※ 所得拡大促進税制：給与支給総額の 24 年度からの増加額の 10％を税額控除できる制度 

○ コーポレートガ

バナンス改革・事

業再編の環境整

備 

  企業と投資家の対話の充実を図るため、株主総会の開催日を柔軟に設定できるよう、法人税

の申告期限を事業年度終了後から最大６カ月後まで延長可能とする（現行は最大 3カ月後まで）。 

  経営者の中長期インセンティブのため、役員給与の損金算入対象を拡大（株価連動給与等） 

  企業の機動的な事業再編を可能とするため、上場企業内の事業部門の分社化等（スピンオフ）

の際の組織再編税制（譲渡損益等の課税を繰延べ）を整備 

○ 積立ＮＩＳＡの

創設 
  家計の安定的な資産形成を支援する観点から、少額からの積立・分散投資を促進するための

「積立ＮＩＳＡ」を創設（年間投資上限額：40 万円、非課税期間：20 年） 

 
 

３．ローカルアベノミクスの推進（中堅・中小事業者の支援、地方創生の推進） 

○ 中堅・中小事業

者の支援 
  地域中核企業向け設備投資促進税制の創設 

※  地域の中核企業が、地域経済に波及効果のある高い先進性を有する事業（注）を行う場合に、

その設備投資を対象に投資促進税制を創設。（注）都道府県の認定を受け、国の確認を受けたもの。 

  中小企業向け設備投資促進税制の拡充 

※  中小サービス事業者が行う設備投資（冷蔵陳列棚、空調設備等）のうち、生産性向上に資

するものについて、即時償却又は 10％（注）税額控除の対象に追加。 

（注）資本金 3000 万円超の場合は７％ 

  中小企業向けの租税特別措置の適用要件の見直し 

※  財務基盤の弱い中小企業を支援するという中小企業向け租税特別措置の趣旨を踏まえ、適

用要件として、課税所得（過去３年間平均）が 15 億円以下であることを追加。 

  事業承継税制の見直し（災害時等における雇用確保要件の緩和、相続時精算課税制度の併用） 

○ 地方創生の推進   地方拠点強化税制の拡充（無期・フルタイムの新規雇用への支援を拡充など） 

※  地方拠点強化税制：本社機能移転等に係る設備投資促進税制、雇用促進税制（新規雇用者

数に応じた税額控除） 

  到着時免税店（空港等の到着エリアの免税店）の導入 

※  携帯品免税制度（20 万円等まで免税）を適用 

６％ 

（下限） 

１４％ 

（上限） 

９％ 

より高い 

インセンティブ

政府目標に 

整合的な増加率

（試験研究費の増減率） 

（税額控除率）現行（総額型） 改正案 （税額控除率）

（試験研究費の増減率）

平均的には８．５％程度 
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○ 酒税改革   類似する酒類間の税率格差が商品開発や販売数量に影響を与えている状況を改め、酒類間の

税負担の公平性を回復する等の観点から、ビール系飲料や醸造酒類の税率格差の解消、ビール

の定義拡大など、酒税改革に取り組む。 

  真に魅力ある商品の開発への経営資源のシフトや、地域の特色を活かした魅力ある商品開発

が進み、地方創生の牽引役となることを期待。日本産酒類のブランド価値の向上や、日本の酒

類産業の国際競争力の強化にもつながる。 

  税率構造の見直し 

※  ビールの税率は戦後最低水準、国際的にも遜色のない水準に。  

※  税率の段階的な見直しについては、その都度、経済状況を踏まえ、酒税の負担の変動が家

計に与える影響等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて

所要の措置を講ずる。 

※  厳しい財政状況や財政物資としての酒類の位置付け等を踏まえ、税収中立の改革とする。 

 

 

 

 

 

 

  
 

  ビールの定義の拡大 

※  地域の特産品を用いた地ビール開発を後押しする観点や外国産ビールの実態を踏まえ、麦
芽比率要件の緩和（67％→50％）や、副原料の拡大（果実や一定の香味料を追加）を行う。 

  地方創生に資する制度改正 

※  酒蔵ツーリズム免税（製造場で外国人旅行者等向けに販売した酒類について、酒税を免税） 

※  焼酎特区（構造改革特区で焼酎等を少量製造する場合、一定要件の下で免許要件を緩和） 

  

４．経済活動の国際化・ＩＣＴ化への対応と租税回避の効果的な抑制 
○ 国際課税に関す
る制度の見直し 

  日本企業の健全な海外展開を支えつつ、租税回避に対して効果的に対応。 

※  今後の国際課税に関する税制改正に当たっての基本方針として以下を明記。 

① 「ＢＥＰＳプロジェクト」の合意事項の着実な実施を通じた国際協調の推進 

② 「経済活動や価値創造の場と税が支払われるべき場所を一致させる」という「ＢＥＰＳプ
ロジェクト」の基本的考え方に基づき、健全な海外展開を歪める誘因を除去 

③ 税に関する透明性の向上に向けた国際的な協調 

  「外国子会社合算税制」について、租税回避リスクを外国子会社の外形（税負担率）ではな
く、個々の活動内容（所得の種類等）により把握する仕組みへ見直し。企業の事務負担に配慮。 

※  経済実体がない、いわゆる受動的所得は合算対象に。 
※  実体のある事業からの所得は、子会社の税負担率にかかわらず合算対象外に。 

○ その他   国外財産に対する相続税等の納税義務の範囲の見直し 

※  駐在の外国人等の納税義務を緩和し、高度外国人材等の受入れを促進。 

※  国外に居住する日本人の納税義務を拡大し、租税回避を抑制。 

  仮想通貨の消費税非課税化（支払の手段として法的に位置付けられたこと等を踏まえた対応） 
 
５．その他 

○ 車体課税の見直

し 
  燃費性能がより優れた自動車の普及を促進する観点から、エコカー減税の対象範囲を見直し。 

※ 段階的な基準引上げ。ガソリン車への配慮措置。（減税対象：９割→８割） 

※ ２回目免税の対象を重点化。（免税対象：４割→３割、２回目免税２割） 

○ 災害関連税制の

常設化 
  近年災害が頻発していることを踏まえ、災害減免法等の規定に加え、これまで災害ごとに特

別立法で手当てしてきた対応を常設化し、災害対応の税制基盤を整備。 

○ 円滑・適正な納

税の環境整備 
  国税犯則調査手続の見直し（ＩＣＴ化の進展を踏まえた電磁的記録の証拠収集手続等の整備、

関税法を参考とした調査手続きの整備、規定の現代語化、国税通則法への編入など） 

 

ビール系飲料

ビール
77円

70円
63.35円

発泡酒
46.99円

新ジャンル
28円

37.8円

54.25円

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）

12万
11万円

10万円

8万円

清 酒

果実酒

9万円

清酒・果実酒

（注）税率は350ml換算 （注）税率は１kl当たり

チューハイ等

（注）税率は350ml換算

28円

35円

（※） 低アルコール分の「蒸留酒類」

及び 「リキュール」に係る特例税率（下限税率）

チューハイ等

低アル蒸留酒等（※）

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）

H32．10

（2020.10）

H35．10

（2023.10）

H38．10

（2026.10）


